
（１）・・・

（２）・・・

もしくは もしくは

8割単価（２のイ）

引受地のみを対象

とする個別協定
10割単価（２のアの（１））

（Ａ）３ｈａ以上の経

営規模を有する

利用権設定等と

して取組むべき

活動

R6年度までに利用権の設定

又は基幹的農作業のうち田の

場合3種類（畑は2種類，草地

は１種類）以上の受託面積の

合計が協定農用地面積の

10％又は0.5haのうちいずれ

か多いほうの面積以上の増加

を行う活動

（Ｂ）一団の農用

地全て耕作する 農業生産活動等

として取組むべき

活動

10割単価（２のアの（２））

(A)もしくは(B)に当てはまる者は「利用権設定等として取組むべき活」もしくは

「農業生産活動等として取組むべき活動」を実施する場合は，自作地も対象

にすることができる。

ただし，10割単価を受ける場合は「利用権設定等として取組むべき活動」が

必須。

図の解説

自作地を対象にできる

耕作放棄の防止活動や水路

・農道等の管理活動に加えて

多面的機能を増進する活動


